
イメージ

背景・目的

事業概要

事業スキーム

人口減少や少子高齢化など、社会状況も大きく変
化しており、社会ストックを再構築する時期。

社会ストックは、一度整備されると長期にわたり
CO2排出のロックインが懸念されることから、構
築のタイミングで低炭素価値を組み込むための政
策的な誘導が不可欠。

その際、各地域の特徴（気温や降雪の有無、利用
可能な再エネ資源）に応じて、わが国の優れた・
尖った技術を用いることが必要であり、地元経済
の活性化にも資する。

公共性や社会的ニーズが高く、2050年80％削減に向けて抜本的な再構築
が必要とされる社会ストックについて、エネルギー起源CO2の排出が長期
にわたり少なくなるような技術等を導入するための事業に対し支援を行い、
低炭素価値を組み込む。

期待される効果

社会ストックの構築に当たっての「低炭素社会」としての付加価値の創出

平成25年度予算
○○百万円省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業 平成28年度予算（案）

4,050百万円（新規）

補助事業者環境省

補助金
補助金

環境省ガイドラインに基づき､補助事業の当初段階＆終了段階でCO2削減効果を分析･定量化

取組や導入される技術
のCO2削減効果、先進
性、普及可能性、波及
効果等を厳正に審査

＜具体的な事業＞
●エコレールラインプロジェクト事業
(国交省連携)

＜具体的な事業＞
●エコレールラインプロジェクト事業
(国交省連携)

＜具体的な事業＞
●省CO2型福祉施設等モデル支援事業
(厚労省連携)
●漁港の省エネ化推進事業
（農水省連携）

＜具体的な事業＞
●省CO2型福祉施設等モデル支援事業
(厚労省連携)
●漁港の省エネ化推進事業
（農水省連携）

＜具体的な事業＞
●低炭素型の融雪設備導入支援事業
●地域の未利用資源等を活用した社会シ
ステムイノベーション推進事業

＜具体的な事業＞
●低炭素型の融雪設備導入支援事業
●地域の未利用資源等を活用した社会シ
ステムイノベーション推進事業

①交通体系整備に
当たっての低炭素価値向上

②公共施設等の整備に
当たっての低炭素価値向上

③地域特性に応じたインフラ整備に
当たっての低炭素価値向上

間接補助

国
地方公共団体地方公共団体
民間団体等非営利法人

（補助率）
1/3～2/3

（補助率）
定額

補助金補助金
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背景・目的

事業概要

事業スキーム

補助対象：鉄軌道事業者及び省エネ機器を鉄軌道事業者に
ファイナンスリースにより提供する民間企業
（ただし、先進的な省エネ機器及び鉄道用高効率照明以外
の導入については中小鉄軌道事業者に限る）

補助割合：１/３
実施期間：平成25年度～平成29年度

一日６千万人の利用する鉄道で省電力化・低炭素
化の先進的な取組を進めることで、社会における
省エネ・環境意識の高まりに寄与。
また、鉄道は国民の日常生活・経済活動にとって
重要であり、電力制限等の非常事態においても、
できる限り正常な運行を可能とすることが不可欠。
鉄道駅や鉄道車両に対して、エネルギーを効率的
に使用するための先進的な省エネ機器の導入や鉄
道用ＬＥＤ等高効率照明の導入、中小鉄軌道事業
者に対する省電力化・低炭素化に資する機器の導
入等、省電力化・低炭素化について計画的に取り
組む鉄道事業者を支援することで、鉄道の省電力
化・低炭素化技術の普及を促す。

鉄軌道事業者における次世代半導体素子を用いたＶＶＶＦイン
バータ等の先進的な省エネ機器や鉄道用高効率照明の導入及び中
小鉄軌道事業者における省電力化・低炭素化に資する設備等の導
入について、事業費の3分の1を国費で補助する。

期待される効果

平成25年度予算
○○百万円
平成27年度要求額

億円エコレールラインプロジェクト事業（国土交通省連携事業）
省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業のうち

エコレールラインプロジェクト事業（国土交通省連携事業）

事業目的・概要等

鉄道分野における低炭素化技術の導入を促進し、一層のＣＯ２排出量
削減に寄与する。
ＳＩＣインバータ等先進的技術の導入を加速し自律的普及を促す。
（約１０年で新造電車におけるＳＩＣインバータ搭載車両数５，０００
両を目指す。（年間新造車両数の５０％超を目指す））

イメージ

鉄道駅

照明のLED化蓄電池車両の導入

架線

Ａ列車 Ｂ列車

付近に電車がいない場合
回生ブレーキで

発電した電力を蓄電
A列車が近づいた時に電力を供給

蓄電池装置の設置

車内灯のLED化

ブレーキ
使用時

加速時

蓄電池動力装置

充
電

蓄電池車両

ＳＩＣ等次世代半導体素子を用いた
ＶＶＶＦインバータの導入

電力回生
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我が国の75歳以上の高齢者人口は、2050年頃までに
増加、要介護高齢者数も当面の増加が予想されており、
福祉施設のニーズは高まっている。また、医療施設に
ついても一層の充実が求められている。
一方、これらの福祉施設等では、情報不足や資金不足、
省CO2設備に精通した人材の不足等から省CO2設備の導
入が進んでいない。
本事業では、福祉施設等における省CO2設備の導入を進
め、CO2排出削減を図るとともに、施設における光熱費
の削減や入居者の健康の増進を図ることを目的とする。

平成25年度予算
○○百万円省CO2型福祉施設等モデル支援事業（厚生労働省連携事業）

省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業のうち

省CO2型福祉施設等モデル支援事業（厚生労働省連携事業）

背景・目的

事業概要

事業スキーム

補助対象：中小規模の高齢者福祉施設を管理・運営する法人
及び小規模の地方公共団体(※)

※小規模の地方公共団体は以下の通り
（ア）人口が５万人未満の地方公共団体
（イ）人口が５万人以上１５万人未満であり、

かつ、財政力指数が０．３未満の地方自治体

実施期間：平成27年度～平成29年度
補助割合：CO2削減ポテンシャル調査：定額

設備導入：1/3

福祉施設等において、CO2削減ポテンシャル調査を実施
し、一定のCO2削減が期待される場合に、高効率の省
CO2型給湯設備・空調設備やコジェネレーションシステ
ム等の導入を支援し、福祉施設等への省CO2設備導入を
行うとともに、利用者の健康の増進を図る。

期待される効果

事業目的・概要等

イメージ

・「高齢化」の課題
先進国として、
環境×福祉の

グッドプラクティス
を提示

環境×福祉 ・省CO2設備を導入することで、
光熱費が削減され、利用者に対す
る便益が増加する。
・省CO2設備の導入により、利用
者の健康・快適性の向上につなが
る。
・省CO2型福祉施設等の優良事例
を公表。

省CO2設備導入を
モデル的に実施

本事業の成果としてCO2削減効果とともに、省CO2設備
導入による福祉施設等のメリットをモデルとして提示する
ことにより、国内にある全ての同種の高齢者福祉施設への
横展開を図る。

福祉施設
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事業目的・概要等

背景・目的

事業概要

漁港の区域内には、多くの電気や燃油を消費する漁港施設
が立地し、大量のエネルギー消費と温室効果ガスが排出さ
れている状況であり、その縮減は緊要の課題。
漁港施設のうち、製氷・貯氷施設、冷凍・冷蔵施設、加工
施設、荷捌施設等の冷却設備の効果に影響を与える施設で
のエネルギー消費量が多く、電気代や燃料費等が嵩む。
低炭素化社会構築のために、漁港施設の大幅な省エネ・省
ＣＯ２化に取り組む必要がある。

漁港の省エネ・省ＣＯ２化の推進を図るため、製氷施設や衛
生管理型荷捌施設等(既存・新設)、以下の①、②、③等の取
組を行う先進的な漁港を対象に補助を実施。
①製氷施設や衛生管理型荷捌施設等において、従来の断熱
材と比較して断熱効率が高い真空断熱シートの導入
②漁港施設への電力供給を目的とした「地産地消型再生可
能エネルギー発電施設」の導入
③冷凍・冷蔵庫等の漁港施設において変動が大きい消費電
力量を最適化し、エネルギー消費量を削減させるための
システムの導入

・漁港の省エネ化を推進
・漁業経営の改善

省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業のうち
漁港の省エネ化推進事業（農林水産省連携事業）

太陽光発電等で発電した電力を
荷捌施設、製氷施設、冷凍・冷
蔵庫などの漁港施設へ供給

製氷施設、荷捌施設などへ
の効率的な断熱シート・
消費電力量削減のためのシ
ステム導入 等

事業スキーム

イメージ

期待される効果

補助対象： 漁業協同組合等、民間事業者
補助割合： 漁業協同組合等 １／２

民間事業者 １／３
実施期間： 平成２８年度～平成２９年度

（※平成２９年度は平成２８年度の継続事業のみ）

省CO2設備導入による漁港施設のメリットをモ
デルとして提示することにより、エネルギー消
費の大きな国内施設数約６３０箇所の漁港施設
への横展開を図り、大幅な省エネ・省ＣＯ２化
を推進
ランニングコスト削減による漁業経営の改善
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イメージ背景・目的

事業概要

事業スキーム

地方財政の逼迫の中、積雪寒冷地における除雪、融雪に
かかるコストや労力は事業者や家庭へとシフトしており、
事業者等の負担の増加につながっている。
近年の豪雪頻度の増加により、除雪・融雪にかかるエネ
ルギー・コストの増加への対応も大きな課題となってお
り、除雪、融雪の低炭素化が急務。
さらに、融雪用の地下水採取により深刻な地盤沈下が問
題となっている地域においては、地下水の採取量を低減
し、かつ、低炭素化に資する融雪技術の導入が望まれる。

主に中小企業や地方公共団体等を対象に、地中熱や下水
廃熱等を利用した融雪設備の導入を支援する。

期待される効果

低炭素型の融雪設備導入支援事業
省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業のうち

低炭素型の融雪設備導入支援事業

(例)地中熱ロードヒーティング

補助対象：地方自治体、民間団体
補助割合：２／３、１／２
実施期間：平成27年度～平成30年度

(例)下水廃熱を利用した融雪設備

出典：
(上)http://www.thr.mlit.go.jp/koriyama/koriyama/aizu/data/renewabl e_energy /ground.html
(下)http://www.city.sapporo.jp/kensetsu/yuki/jigyou/yuu_atsubetsu.html

• 地中熱等を活用した低炭素型融雪設備の導入の定着化
• 除雪、融雪にかかるエネルギーコスト削減と低炭素化
(2020年までに約2.4万t-CO2削減)の同時追求

• 融雪用の地下水採取による地盤沈下の課題解決
• 低炭素型融雪設備の導入コストの低下と横展開による普及
を期待

• 2030年に業務その他部門のCO2削減目標40％達成に寄与- 5 -



イメージ

背景・目的 事業概要

事業スキーム

東日本大震災や原発事故以降、再生可能エネルギーの導入
が着実に進んでいる一方、低炭素社会や自立・分散型社会
の構築を一層推進するためには、廃熱や未利用熱等の効果
的な利活用や先進的システムの導入を様々な地域で進めて
いくことが不可欠。
地域の未利用資源の活用や効率的な利用システム等のモデ
ル的取組を集中的に実施。地域のニーズや特性に適した低
炭素社会を全国に展開。

（１）事業化ＦＳ調査モデル事業
地域の未利用又は効果的に活用されていない熱や湧水等資源の効果的

利用及び効率的な配給システム等により、地域の低炭素化等を推進する
モデル的な取組について、具体的な事業化に向けて必要な基本設計調査、
需給調査、事業性、資金調達の検討等を支援。

（２）設備等導入モデル事業
地域の未利用資源（熱・湧水等）の利用及び効率的な配給システム等

地域の低炭素化や活性化を推進するモデル的取組に必要な設備等の導入
経費を支援。
・ 事業所空調やコジェネ等の廃熱地域利用
・ ＬＮＧ等地域配送システム
・ 湧水等活用型空調等

（３）温泉街における未利用熱活用モデル事業
平成26年度大規模CO2削減ポテンシャル調査・対策提案事業により、

温泉街は膨大な未利用熱を有する温泉旅館等が密集しており、施設間連
携により未利用熱を用いることで大きなCO2削減効果が見込める地域で
あることが分かっている。このことから、平成26年度事業で明らかと
なった高いCO2削減対策提案をもとに、温泉街において、ボイラーの集
中配湯化、廃湯の熱エネルギーのカスケード利用による配湯の再利用等
による地域の未利用熱等を活用したモデル的なCO2削減対策に必要な設
備等の導入経費を支援。

期待される効果

地域の特性を活かした低炭素化（一事業当たり20％程度の
CO2削減）
地域連携によるCO2削減対策の導入

平成25年度予算
○○百万円

省CO2型社会の構築に向けた社会ストック対策支援事業のうち

地域の未利用資源等を活用した社会システムイノベーション推進事業

（１）補助対象：①民間事業者 ②地方公共団体
補助割合：①1/2  ②定額（上限2,000万円）

（２）補助対象：①民間事業者 ②地方公共団体
補助割合：①1/2又は1/3 ②2/3又は1/2 

（３）補助対象：①民間事業者等 ②地方公共団体
補助割合：①1/2又は1/3 ②2/3又は1/2 

実施期間：平成26年度～平成30年度

温泉街における未利用熱活用モデル事業

地域で活用されていない資源を利用し、地域の低炭素社会づくりを推進

廃湯

※平成26年度大規模CO2削減ポテンシャル調査・対策提案委託業務より
温泉街における未利用熱活用モデル事業の例

温泉街の未利用熱活用として各施設毎のボイラーによる加温から、熱回収
型ヒートポンプを活用した集中給湯に変更した場合、地域全体CO2排出量
の4％削減できる。（その他全ての対策を行うと２１％削減）
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